
女性活躍推進の取組状況

１ 一般事業主行動計画策定届出企業数及び届出率
女性活躍推進法では、常時雇用する労働者が101人以上の企業に対し、自社の女性の活躍に関する

状況把握、数値目標を含む行動計画の策定、行動計画の公表及び労働者への周知、行動計画を策定し
た旨の届出、女性の活躍に関する情報公表を義務付けている（100人以下の企業は努力義務）。

（令和６年５月31日現在）

管内企業数
行動計画策定
届出企業数

届出率

常時雇用労働者301人以上の企業 235社 225社 95.7%
常時雇用労働者101人以上300人以下の企業 528社 519社 98.3%
常時雇用労働者100人以下の企業 － 91社 －

合 計 － 835社 －

２ 基準適合一般事業主認定企業
女性活躍推進法に基づき行動計画を策定した旨の届出等を行った企業のうち、一定の基準を満たし、女

性の活躍推進に関する状況等が優良な企業について、厚生労働大臣（都道府県労働局長へ委任）の
認定（えるぼし認定）を行っている。認定は、基準を満たす項目数に応じて３段階ある。

（１）えるぼし認定

令和６年５月30日現在、管内における認定企業は27社である（２段階目７社、３段階目20社）。

認定企業数
常時雇用労働者301人以上の企業 12社
常時雇用労働者300人以下の企業 15社

合 計 27社

（２）えるぼし認定企業一覧
※初回認定が早い順に並べています。記者発表の対象企業は赤字で表示しています。

企業名 段階 認定年 所在地 業種 労働者数
(申請時点)

1 株式会社群馬銀行
２段階目 H28年

前橋市 金融業，保険業 4,781人
３段階目 H30年

2 朝倉染布株式会社 ３段階目 H28年 桐生市 製造業（繊維工業） 98人

3 株式会社ジュンコーポレイション ３段階目 H29年 安中市 製造業（プラスチック製品） 27人

4 株式会社上毛新聞社 ３段階目 H29年 前橋市 情報通信業 379人

5 社会福祉法人赤城会 ３段階目 H29年 渋川市 医療、福祉 145人

6 株式会社アイ・ディー・エー ２段階目 H29年 高崎市 専門サービス業 368人

7 ＡＲＩＧＡＴＯＣＯＭＰＡＮＹ株式会社 ３段階目 H29年 高崎市 建設業 8人

次ページに続く▶



８ 株式会社東和銀行
２段階目 H30年

前橋市 金融業 1,987人
３段階目 R４年

9 アイオー信用金庫 ２段階目 H30年 伊勢崎市 金融業 336人

10 株式会社荻野屋 ３段階目 H30年 安中市 食品製造業 543人

11 学校法人ＮＩＰＰＯＮ ＡＣＡＤＥＭＹ ３段階目 H31年 前橋市 教育、学習支援業 71人

12 高崎信用金庫 ２段階目 R1年 高崎市 金融業 473人

13 株式会社タカラコーポレーション ３段階目 R1年 太田市 小売業 106人

14 太陽誘電株式会社 ３段階目 R2年 高崎市 製造業（電気機械器具） 2,984人

15 サンヴァーテックス株式会社 ３段階目 R2年 高崎市 サービス業 1,371人

16 株式会社板垣 ３段階目 R３年 伊勢崎市 小売業 225人

17 株式会社ＩＨＩエアロスペース ３段階目 R３年 富岡市 製造業（輸送用機械器具） 1,010人

18 桐生信用金庫 ２段階目 R３年 桐生市 金融業、保険業 472人

19 株式会社ワークエントリー ３段階目 R４年 高崎市 サービス業 71人

20 株式会社日東システムテクノロジーズ ３段階目 R４年 太田市 情報通信業 124人

21 ユーコム株式会社 ３段階目 R４年 前橋市 小売業 46人

22 株式会社両毛システムズ ２段階目 R４年 桐生市 情報通信業 912人

23 株式会社萩原工業 ２段階目 R５年 安中市 建設業 15人

24 株式会社ジェイ・エヌ・エス ３段階目 R５年 高崎市 学術研究、専門・技術サービス業 38人

25 日本パイプシステム株式会社 2段階目 R５年 板倉町 製造業 103人

26 社会福祉法人桐生療育双葉会 3段階目 R６年 桐生市 医療、福祉 244人

27 株式会社梁瀬産業社 3段階目 R６年 桐生市 製造業（プラスチック製品） 217人

女性活躍推進法第９条に基づく認定基準（えるぼし認定）

１段階目 ●以下の５つの基準のうち、１つ又は２つの基準を満たしていること
●満たさない基準については、当該基準に関連する取組を実施し、２年以上連続して

その実績が改善していること
●上記の実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること

２段階目 ●以下の５つの基準のうち、３つ又は４つの基準を満たしていること
●満たさない基準については、当該基準に関連する取組を実施し、２年以上連続して

その実績が改善していること
●上記の実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること

３段階目
●以下の５つの基準の全てを満たしていること

●上記の実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること

※5つの基準については次のページを参照。

1段階目

３段階目

２段階目



※ 上記の他、以下の基準を全て満たす必要があります。
・事業主行動計画策定指針に則して適切な一般事業主行動計画を定めたこと。
・策定した一般事業主行動計画について、適切に公表及び労働者への周知をしたこと。
・認定取消又は辞退の日から３年を経過していること。
・職業安定法第５条の５第１項第３号の規定により、公共職業安定所等が求人の申込みを受理しないことがきる場合に
該当しないこと。

・女性活躍推進法及び女性活躍推進法に基づく命令その他関係法令に違反する重大事実がないこと。

評価項目 基準値（実績値）

採用

次の（１）と（２）のいずれかに該当すること。
（１）男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度（※）であること。

※『直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率」』×０.８が、『直近３事業年度の平均した
「採用における男性の競争倍率」』よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこと（期間の定めのない労働契約を
締結することを目的とするものに限る）。

（２）直近の事業年度において、次の①と②の両方に該当すること。
①正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が４割を超える場合は４割）以上であること。
②正社員の基幹的な雇用管理区分における女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が４割を超える

場合は４割）以上であること。

継続就業

（１）直近の事業年度において、次の①と②のいずれかに該当すること。
①「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用管理区分ごとにそれぞれ

７割以上であること（期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る）。
②「10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された女性労働者の継続雇用割合」÷「10事業年度前

及びその前後に採用された男性労働者の継続雇用割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ８割以上であること
（期間の定めのない労働契約を締結している労働者かつ新規学卒採用者等に限る）。

（２）上記（１）を算出できない場合は、直近の事業年度において、正社員の女性労働者の平均継続勤務年
数が産業ごとの平均値以上であること。

労働時間等の
働き方

雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の平均が、直近の事業年度
の各月ごとに全て45時間未満であること。
｢各月の対象労働者の(法定時間外労働＋法定休日労働)の総時間数の合計」÷｢対象労働者数｣ ＜ 45 時間
これにより難い場合は、
[「各月の対象労働者の総労働時間数の合計」－「各月の法定労働時間の合計＝(40×各月の日数÷7)×対象労
働者数」] ÷「対象労働者数」＜ 45 時間

管理職
比率

次の（１）と（２）のいずれかに該当すること。
（１）管理職に占める女性労働者の割合が別に定める産業ごとの平均値以上であること。
（２）『直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある女性労働者のうち課長級に昇進した女性

労働者の割合」』÷『直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある男性労働者のうち課長級に
昇進した男性労働者の割合」』が８割以上であること。

多様な
キャリア
コース

直近の３事業年度のうち､以下について大企業は２項目以上（非正社員がいる場合は必ずAを含むこと）、
中小企業は１項目以上の実績を有すること。
A 女性の非正社員から正社員への転換
B 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換
C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用
D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用



えるぼし認定を受けた事業主のうち、以下の基準を満たした場合に認定します（令和２年６月１日以降認定開始）。

プラチナえるぼし ●策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該行動計画に定めた目標を達成したこと。
●男女雇用機会均等推進者、職業家庭両立推進者を選任し、その選任状況を「女性の活躍推進
企業データベース」に毎年公表していること。

●以下の５つの基準の全てを満たし、その実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表して
いること。

●女性活躍推進法に基づく情報公表項目（社内制度の概要を除く）のうち、８項目以上を毎年
「女性の活躍推進企業データベース」に公表していること。

評価項目 基準値（実績値）

採用 えるぼし認定基準と同じ。

継続就業

（１）直近の事業年度において、次の①と②のいずれかに該当すること。
①「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用管理区分ごとに
それぞれ８割以上であること（期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る）。
②「10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された女性労働者の継続雇用割合」÷「10事
業年度前及びその前後に採用された男性労働者の継続雇用割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ
９割以上であること（期間の定めのない労働契約を締結している労働者かつ新規学卒採用者等に
限る）。

（２）上記（１）を算出できない場合は、直近の事業年度において、正社員の女性労働者の平均
継続勤務年数が産業ごとの平均値以上であること。

労働時間等の
働き方 えるぼし認定基準と同じ。

管理職比率

（１）直近の事業年度において、管理職に占める女性労働者の割合が、産業ごとの平均値の1.5倍
以上であること。

ただし、１．５倍後の数字が、
（２）15％以下の場合、管理職に占める女性労働者の割合が15％以上であること。
（３）40％以上の場合、以下の①と②のいずれか大きい値以上であること。
①正社員に占める女性比率の８割
②40％

多様な
キャリアコース えるぼし認定基準と同じ。

※ 上記の他、以下の基準を全て満たす必要があります。
・事業主行動計画策定指針に則して適切な一般事業主行動計画を定めたこと。
・策定した一般事業主行動計画について、適切に公表及び労働者への周知をしたこと。
・雇用管理区分ごとに、労働者の男女の賃金の差異の状況について把握したこと。
・プラチナえるぼし認定の申請より前に、一般事業主行動計画に定めた目標を、容易に達成できる目標に
変更していないこと。
・認定取消又は辞退の日から３年を経過していること。

・職業安定法第５条の５第１項第３号の規定により、公共職業安定所等が求人の申込みを受理しないことができる
場合に該当しないこと。

・女性活躍推進法及び女性活躍推進法に基づく命令その他関係法令に違反する重大事実がないこと。

女性活躍推進法第12条に基づく認定基準（プラチナえるぼし認定）


